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災害廃棄物対策に関する取組状況および今後の方向性について 

 

【背景・課題】 

○近年、全国において水害や地震が頻繁しているが、被災家屋の片付けにより大量に発生す

る廃棄物が路上に積み上げられる等、処理に関して課題が生じる事例が発生している。 

○特に滋賀県においては被災経験が少ないため、市町が迅速かつ適切に仮置場の設置・運営

や住民向け広報を実施しないと、処理が滞ってしまう恐れがある。 

 

【滋賀県内における現状（概観）】 

＜滋賀県＞ 

〇滋賀県災害廃棄物処理計画を策定（H30.3）。 

○災害時の廃棄物処理に関する協定を締結（計４団体）。 

 

＜県内市町＞ 

〇県内市町の災害廃棄物処理計画の策定率は 95％（18 市町／19 市町） 

〇仮置場候補地選定済みである市町の割合は８４％（1６市町／19 市町） 

○最大災害時の仮置場必要面積を確保済みの市町の割合は 37％（７市町／19 市町） 

 

滋賀県が締結している災害時の廃棄物処理に関する協定一覧 

協定締結先 協定名 締結日 

一般社団法人滋賀県産

業資源循環協会 

災害時における災害廃棄物の処理等に関する

協定 

平成 25 年８月

27 日 

滋賀県環境整備事業協

同組合 

災害および感染症発生時における一般廃棄物

の収集運搬等の支援に関する協定 

令和３年１月 18

日 

湖北清掃事業協同組合 災害および感染症発生時における一般廃棄物

の収集運搬等の支援に関する協定 

令和３年１月 18

日 

一般社団法人滋賀県解

体工事業協会 

災害時における被災建築物等の解体撤去等の

協力に関する協定 

令和４年 11 月

21 日 

 

〇計画に基づいて円滑な行動を取ることができるように実効性確保に向けた取組を進め

る必要がある。 

 

○仮置場候補地の選定をさらに進め、各市町が最大災害時の仮置場必要面積を確保する

よう努めるとともに、仮置場の現地調査や所有者との調整を進める必要がある。 

資料４ 
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【災害時に生じる主な課題】 

 

 

 

●仮置場設置運営現地訓練の実施 

環境省近畿地方環境事務所 災害廃棄物処理府県提案型モデル事業として、(一社)滋賀県

産業資源循環協会や市町と連携し、仮置場の設置運営現地訓練を実施。（令和４年 11 月９

日） 

 

   実施した内容とタイムテーブル 

時間 項目 概要 

10:00 開会  

10:30 図上訓練 仮置場レイアウト・資機材の検討 

11:45 昼休み 

13:00 実地訓練① 午前に検討したレイアウトを基に必要資機材等を設置 

13:55 実地訓練② 搬入訓練 ※住民応対の訓練 

15:10 実地訓練③ 搬出訓練 ※大型車による搬出のデモンストレーション 

16:00 閉会  

 

      

レイアウト検討の様子    搬入訓練の様子       搬出訓練の様子 

 

 

種類 課題となる可能性のあること 

片付けごみの処理 仮置場の設置、ごみの収集運搬・処理先の確保 

し尿の処理 断水世帯や避難所の仮設トイレのし尿の処理 

し尿処理施設や収集運搬車両の被災・処理先の確保 

生活ごみの処理 通常の家庭ごみの収集 

ごみ処理施設の被災・処理先の確保 

避難所ごみ 避難所ごみの収集・処理 

損壊家屋の撤去 公費解体の実施 

処理先の確保 

片付けごみの処理関係 
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●「災害廃棄物一次仮置場設置運営の手引き」の作成 

上記訓練の結果を踏まえ、「災害廃棄物一次仮置場設置運営の手引き」を作成。以下、ＵＲＬ

に掲載。

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kankyoshizen/haikibutsu/330513.html 

 

 

 

●【収集運搬関係】＿し尿等の収集運搬に係る広域処理に関する意見交換、手引き作成 

環境省環境省近畿地方環境事務所 「災害廃棄物処理における実効性確保に向けた事業」とし

て、県協定締結団体や市町と連携し、し尿の収集運搬の広域調整に関する意見交換会を実施

（令和５年８月３日）。今後意見交換会を継続し、広域調整の手引きとして整理する予定。 

 

（参加団体） 

・県協定締結団体（2 団体） 

・地元収集運搬事業者 

・地元自治体、一部事務組合 

・環境省 

・滋賀県 

 

●【処理関係】＿し尿の広域処理に関する意見交換、情報整理 

県内の市町および一部事務組合を集め、し尿処理施設の余力や受け入れ可否等について意見

交換を実施。（12 団体が参加 令和４年 12 月 26 日） 

 

し尿の処理関係 

＜今後の方向性＞ 

〇仮置場候補地の選定に向けて市町の取組を支援。 

〇仮置場設置運営の知識・能力の向上に関する取組を実施。 

○片づけごみの回収戦略や広報に関する知識や能力の向上に関する取組を実施。 

〇地元事業者や業界団体と連携を強化。 

⇒引き続き訓練や研修会等を実施していく。 

＜今後の方向性＞ 

〇相互支援の方法・情報共有方法の検討。 

〇地元事業者や業界団体との連携強化。 

⇒引き続き意見交換を実施し、相互支援の在り方について議論していく。 
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●一般社団法人滋賀県解体工事業協会との協定締結 

一般社団法人滋賀県解体工事業協会と「災害時における被災建築物等の解体撤去等の協力

に関する協定」を締結。（令和４年 11 月 21 日） 

   

 

 

 

●市町、県職員向け災害廃棄物処理対応研修の実施 

災害廃棄物湖東エリア地域別情報交換会の実施（令和４年７月 14 日）。人口規模が小さく、

仮置場の選定に特に課題がある市町が集中している湖東エリアの市町（彦根市、愛荘町、豊

郷町、甲良町、多賀町 計５市町）を集め、研修会・情報交換会を実施。 

   （主な議題） 

・災害時の初動対応 

・仮置場の確保状況について 

・仮置場を探す際のポイント 

 

●滋賀県廃棄物適正管理協議会を通じた研修・意見交換会 

年３回程度、災害廃棄物に関する情報提供・意見交換等を実施。 

令和４年度：仮置場設置運営の手引きの説明 

令和５年度：災害時のごみ・し尿処理に関する相互支援の在り方について 

 

●環境省ブロック協議会への参加（大規模災害発生時廃棄物対策近畿ブロック協議会、大規模

災害時廃棄物対策中部ブロック協議会） 

【府県ワーキング等への出席】 

各ブロックで実施する各種研修会、情報伝達訓練、ワーキンググループ等に出席。 

損壊家屋の撤去 

＜今後の方向性＞ 

〇協定の実効性を高める検討。 

⇒引き続き定期的な協議を実施していく。 

その他・全般 
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【モデル事業への参加】 

近畿地方環境事務所 住民啓発モデル事業として県内１市（甲賀市）が、住民向けのワークシ

ョップや庁内意見交換会等の結果を踏まえて、住民用パンフレット、マニュアル等を作成。 

 

     

                    完成したマニュアルやパンフレット 


